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　第 2 章では，日本の代表的輸出産業である電気機器産業から営業年数が 5 年以上の 99 社を標本として
999 年より 2002 年までの財務データより重回帰分析により平均勤続年数と企業の営業年数，従業員の年齢，

















ROA には統計的に有意な増加や向上があったとしている。この結果は，Lambert and Larker（987）や
Core and Guey（200）での正の効果と同じ結果である。株式の超過収益率もストックオプション計画の適
用に正の効果がある。また，ストックオプション計画の公表は経営者の株式所有を増加させるとしており，












との差異を発見しており研究上，実務上有意義な結論となっている。本論文の第 2 章は Asian Business & 
Management に受理，第 3 章は Review of Quantitative Finance and Accounting へ投稿し改定中，第 4 章
は Japanese Journal of Administrative Science 再校の段階である。以上から本論文は博士論文として十分
に評価できる。
　よって，著者は博士（ファイナンス）の学位を受けるに十分な資格を有するものと認める。
